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都区財政調整協議会幹事会のまとめ 

Ⅰ 平成 30年度当初フレームにおける協議課題の整理 

 １．新規算定                   １２項目 

○自治体中間サーバー・プラットフォーム運用経費負担金 

○防災市民組織育成費（防火防災訓練災害補償等掛金） 

○被災者生活再建支援システム運用経費 

○安全安心まちづくり推進事業費（自動通話録音機貸与事業） 

○小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業費 

○定期利用保育補助事業費 

○待機児童解消緊急対策対応経費（認可外保育施設等保護者負担軽減事業費、

保育従事職員宿舎借り上げ支援事業費） 

○健康増進計画・食育推進計画策定経費 

○公害保健対策費（自動車騒音・振動・交通量調査経費） 

○鳥獣被害対策事業費（アライグマ・ハクビシン対策） 

○都市整備総務費（緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画策定経費） 

○いじめ問題対策委員会等経費 

 ２．算定改善等                  ３２項目 

＜算定充実＞      １２項目 

○都区市町村電子自治体共同運営システム経費 

○帰宅困難者対策用食料等の備蓄（一時滞在施設用） 

○公金取扱手数料 

○宿泊所等管理運営費 

○地域生活支援事業費 

○介護保険サービス利用者負担軽減補助事業費 

○区立保育所管理運営費（公設民営委託料） 

○私立保育所施設型給付費等 

○【態容補正】私立認定こども園施設型給付費 

○予防接種費（事務経費） 

○予防接種費（接種率等） 

○私立幼稚園施設型給付費 

＜事業費の見直し＞  ８項目 

○全国市長会負担金 

○全国市議会議長会負担金 

○職員被服貸与費 

○老人福祉増進事業費 

○健康手帳交付 
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○機能訓練 

○【投資】特別区債（道路改良） 

○【投資・態容補正】公有水面埋立事業・下水処理場覆がい事業 

＜算定方法の改善等＞  １２項目 

○自治体総合賠償責任保険費 

○支払代行業務委託費（社会福祉費・老人福祉費・生活保護費・児童福祉費） 

○国民健康保険事業助成費（国保制度改革） 

○自殺防止対策事業費 

○性感染症対策費 

○環境衛生費（水質検査） 

○精神保健対策費 

○清掃費の見直し 

○道路占用料 

○【投資・態容補正】道路橋りょう費（都市計画交付金対象経費） 

○【投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（建築工事） 

○【経常・投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（土木工事） 

 ３．その他                     ３項目 

＜財源を踏まえた対応＞ 

○保育所整備等対応経費の臨時的算定 

○義務教育施設の新築・増築等に係る元利償還金相当額の前倒し算定 

○都市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定 

 

Ⅱ 平成 29年度再調整について 

 再調整について                  ３項目 

 
○保育所整備等対応経費の臨時的算定 

○民泊対応経費 

○【投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（建築工事） 
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Ⅰ 平成 30年度当初フレームにおける協議課題の整理 

＜基準財政需要額の算定＞ 

１．新規算定項目（１２項目） 

○自治体中間サーバー・プラットフォーム運用経費負担金 

自治体中間サーバー・プラットフォーム運用経費負担金について、新規算

定する。 

○防災市民組織育成費（防火防災訓練災害補償等掛金） 

防火防災訓練災害補償等掛金について、新規算定する。 

○被災者生活再建支援システム運用経費 

被災者生活再建支援システム運用経費について、新規算定する。 

○安全安心まちづくり推進事業費（自動通話録音機貸与事業） 

自動通話録音機貸与事業に係る経費について、新規算定する。 

○小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業費 

小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業に係る経費について、新規算

定する。 

○定期利用保育補助事業費 

定期利用保育補助事業に係る経費について、新規算定する。 

○待機児童解消緊急対策対応経費（認可外保育施設等保護者負担軽減事業費、

保育従事職員宿舎借り上げ支援事業費） 

都の待機児童解消に向けた緊急対策に関連する、認可外保育施設等を利用

する児童の保護者に対する保育料助成に係る経費及び保育従事職員の宿舎

借り上げを行う事業者に対する補助経費について、平成 30年度に限り、臨

時的に算定する。 

○健康増進計画・食育推進計画策定経費 

健康増進計画及び食育推進計画の策定に係る経費について、新規算定する。 

○公害保健対策費（自動車騒音・振動・交通量調査経費） 

「自動車騒音常時監視」、「自動車騒音調査」、「自動車振動調査」及び「自

動車交通量調査」に係る経費について、新規算定する。 

○鳥獣被害対策事業費（アライグマ・ハクビシン対策） 

アライグマ・ハクビシン防除事業に係る経費について、新規算定する。 

○都市整備総務費（緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画策定経費） 

緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画の策定（改定）に係る経費に

ついて、新規算定する。 

    ○いじめ問題対策委員会等経費 

いじめ問題対策委員会等に係る経費について、新規算定する。 

 

２．算定改善等 

  ① 算定充実（１２項目） 

○都区市町村電子自治体共同運営システム経費 

都区市町村電子自治体共同運営システム経費について、算定を充実する。 
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○帰宅困難者対策用食料等の備蓄（一時滞在施設用） 

帰宅困難者対策用食料等の備蓄（一時滞在施設用）に係る経費について、

算定を充実する。 

○公金取扱手数料 

公金取扱手数料について、受託事務手数料単価が平成 30年度から改定（増

額）されることから、算定を充実する。 

○宿泊所等管理運営費 

特別区人事・厚生事務組合が管理している宿泊所等施設の施設整備費に係

る特別区の分担金について、算定を充実する。 

○地域生活支援事業費 

平成 28 年度から地域生活支援事業費補助金の補助対象外となった自動車

運転免許取得・改造助成費について、算定を充実する。 

○介護保険サービス利用者負担軽減補助事業費 

生計困難者等に対する利用者負担軽減事業に係る国庫補助及び都補助対象

経費について、算定を充実する。 

○区立保育所管理運営費（公設民営委託料） 

公設民営保育所の委託料について、保育士等の処遇改善を踏まえ、算定を

充実する。 

○私立保育所施設型給付費等 

私立保育所施設型給付費等について、処遇改善等加算の改正等を踏まえ、

算定を充実する。 

○【態容補正】私立認定こども園施設型給付費 

私立認定こども園施設型給付費について、処遇改善等加算の改正等を踏ま

え、算定を充実する。 

○予防接種費（事務経費） 

予防接種費の事務経費について、算定を充実するとともに、各々の事業で

算定している事務経費をＡ類疾病の予防接種費に統合する。 

○予防接種費（接種率等） 

Ａ類疾病の四種混合ほか 5 予防接種について、接種率等を見直し、算定を

充実する。また、「ジフテリア・百日ぜき・破傷風」の名称を「ジフテリア・

破傷風」に変更する。 

○私立幼稚園施設型給付費 

私立幼稚園施設型給付費について、処遇改善等加算の改正等を踏まえ、算

定を充実する。 

 

② 事業費の見直し（８項目） 

○全国市長会負担金 

全国市長会負担金について、算定内容を見直す。 

○全国市議会議長会負担金 

全国市議会議長会負担金について、算定内容を見直す。 
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○職員被服貸与費 

職員被服貸与費について、算定内容を見直す。 

○老人福祉増進事業費 

老人福祉増進事業に係る経費の一部について、算定を廃止する。 

○健康手帳交付 

健康手帳の交付に係る経費について、算定を廃止する。 

○機能訓練 

機能訓練に係る経費について、算定を廃止する。 

○【投資】特別区債（道路改良） 

道路改良における特別区債について、元利償還金を含め算定を廃止する。 

○【投資・態容補正】公有水面埋立事業・下水処理場覆がい事業 

公有水面埋立事業及び下水処理場覆がい事業について、算定を廃止する。 

 

③ 算定方法の改善等（１２項目） 

 ○自治体総合賠償責任保険費 

自治体総合賠償責任保険費について、一部固定費を導入し、算定を改善す

る。 

○支払代行業務委託費（社会福祉費・老人福祉費・生活保護費・児童福祉費） 

支払代行業務委託費について、算定を改善する。 

○国民健康保険事業助成費（国保制度改革） 

平成 30年度の国保制度改革に伴い、国民健康保険事業助成費について、算

定を改善する。 

○自殺防止対策事業費 

自殺防止対策事業に係る経費について、都の補助対象事業や補助率の見直

しを踏まえ、算定を改善する。 

○性感染症対策費 

健康相談事業費で算定されている性感染症検査に係る経費を性感染症対策

費に統合し、算定を改善する。 

○環境衛生費（水質検査） 

健康相談事業費で算定されている水質検査に係る経費を環境衛生費に統合

し、算定を改善する。 

○精神保健対策費 

精神保健相談事業費を精神保健対策費に統合し、算定を改善する。 

○清掃費の見直し 

標準区ごみ量の見直し、収集運搬モデルの改定など清掃費全体の算定を改

善する。 

○道路占用料 

道路占用料について、算定を改善する。 

○【投資・態容補正】道路橋りょう費（都市計画交付金対象経費） 

道路橋りょう費のうち都市計画交付金との重複部分について、事業費を限

定して割り落とす態容補正を新設し、算定を改善する。 
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○【投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（建築工事） 

平成 26、27年度の 2か年における単価上昇分について、当該単価上昇率を

反映した経費を、平成 30年度に限り、臨時的に算定する。 

○【経常・投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（土木工事） 

平成 26、27年度の 2か年における単価上昇分について、当該単価上昇率を

反映した経費を、平成 30年度に限り、臨時的に算定する。 

 

３．その他（３項目） 

○保育所整備等対応経費の臨時的算定 

  待機児童解消に向けた保育所整備費、保育所整備助成費について、平成 31

年度に見込まれる事業量を前倒しで算定する。 

○義務教育施設の新築・増築等に係る元利償還金相当額の前倒し算定 

  過去の義務教育施設の新築・増築等に係る元利償還金相当額について前倒

しで算定を行い、後年度負担の軽減を図る。 

○都市計画交付金に係る地方債収入相当額の前倒し算定 

  過去の都市計画交付金に係る地方債収入相当額のうち、平成 31、32年度分

について前倒しで算定を行い、後年度負担の軽減を図る。 

 

 

Ⅱ 平成 29年度再調整について 

○保育所整備等対応経費の臨時的算定 

待機児童解消に向けた保育所整備費、保育所整備助成費について、平成 29、

30年度に見込まれる事業量 2か年分を臨時的に算定するとともに、平成 29

年 4 月の施設型給付費等に係る処遇改善等加算の改正に伴う経費を算定す

る。 

○民泊対応経費 

平成 30年 6月の住宅宿泊事業法の施行に伴い必要となる実態調査などの経

費を算定する。 

○【投資】投資的経費に係る工事単価の見直し（建築工事） 

平成 26、27年度の 2か年における単価上昇分について、当該単価上昇分を

反映した経費を、平成 29年度に限り、臨時的に算定する。 


